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■首都圏地震の切迫■ 

東京はじめ首都圏各地域の皆さん 
６千余名の命を奪った阪神淡路大地震から約８年が経ちました。 
 首都圏では今、二つの地震が差し迫っています。 
一つは、東海地震、もう一つは首都圏直下地震です。 

この二つは「いつ起きてもおかしくない」と言われており、相前後して起きる可能性もあり

ます。 
 実際、前回の東海地震（１８５４年）の翌年、江戸に激しい直下地震が起き、関東一円に甚

大な被害が出ました（安政の大江戸地震）。 

東京都の被害想定（阪神淡路地震と同程度の地震が、冬の夕方、風速６メートルの状態で区

部に起きたとの想定）によれば、建物の延焼３８万棟、全半壊１４万棟、合計５０万棟を超す

建物が消滅します。日本の経済・社会は壊滅的な打撃を受けます。 
 また、河川の氾濫、異常気象や台風による集中豪雨と洪水、住宅密集地における火災等は、

首都圏各地でも毎年のように発生しています。 

 
 

■地域防災で地震を迎え撃つ■ 

 私たちは、迫り来る直下地震をはじめ大災害への対策を行政任せにするのではなく、各地域

のあらゆる人々（地域社会、商店街、ＮＰＯ、民間企業、大学、学校、行政関係者など）の力

で、災害を迎え撃ちたいと考えています。  

 災害対策には、区市町村、消防庁、都県、中央政府など様々な機関の役割が重要ですが、決

め手は地域防災です。人と人とのつながりをもとにした地域防災を思い切って進める必要があ

ります。 

 
 

■東京いのちのポータルサイト■ 

東京都の「電子都市懇談会」報告（２００２年４月）が、都民のＩＴ活用のトップに災害対

策を掲げたことに私たちは賛同し、「東京いのちのポータルサイト」の構築を提唱します。 
 「いのちのポータルサイト」は、この数年間に、東京のたくさんのグループ、個人により育

てられてきた構想です。 

東京をはじめ首都圏各地域には、ＩＴを駆使して活動し、情報を発信しているグループがた

くさんあります。これら地域・民間の力をもとに、平常時と災害時の両方で機能する緩やかで

大きな人と人とのつながり（市民ネットワーク）をつくります。 
 そして、ネットワークの玄関口となるホームページ（ポータルサイト）をつくり、たくさん

のコミュニティ・サイトと連携します。 

 平常時からのつながりと信頼関係、平常時と同じ道具、仕組みを用いて災害情報を受発信す



ることにより、効果的な地域防災が展開できます。災害対策機関は、このポータルサイトから

現場情報を入手し、速やかに救援措置などを採ることができるでしょう。災害対策機関からの

情報もまた、速やかに各地域に伝えることができます。 

 

■特定非営利活動法人としての展開■ 

 こうした問題意識のもとに、私たちは２００２年８月２０日、早稲田大学で「東京いのちの

ポータルサイト実行委員会」を設立し、以後、任意団体として活動を行ってきました。 
 そして今、私たちは地域・民間が主体の恒常的な震災対策組織として、「特定非営利活動法人

東京いのちのポータルサイト」を設立します。 

 この法人は、迫り来る東海地震や首都圏直下地震をはじめ首都圏が直面する大災害に対し、

地域社会、商店街、非営利組織、民間企業、大学、学校、行政関係者など様々なグループ、個

人による広範なネットワークの力でこれを待ち構えると共に、人と人のつながりと先端情報通

信技術を活用した地域防災を思い切って推進することにより、破局的な事態を回避し、市民の

生命と財産を守ることを目的としています。 

取り組む事業は、防災に関するシンポジウムや見学会等の開催、防災に関する情報の受発信

と情報システム等の構築と支援、災害の被害軽減・相互支援などに関する社会システム構築の

提言とその推進、防災技術や社会的側面に関する調査・研究、被災者に対する相談、心身のケ

アなどの支援です。これらを「特定非営利活動法人東京いのちのポータルサイト」として実施

します。 

 

■皆さんへ■ 

首都圏大地震は、首都圏のみならず、わが国の経済・社会全体、さらには世界経済が当面す

る重大な脅威です。私たちは、あらゆるエネルギーをこのために投入する必要があります。 

残された時間はそう多くはないと思います。しかし、地域、民間、行政が連携し、東京と首

都圏中の知恵と力を集めるならば、短期間に思いきった取り組みを進めることができます。 

「特定非営利活動法人東京いのちのポータルサイト」は、東京はじめ首都圏各地域の様々な

団体、個人が緩やかに幅広く連携し、共同でつくりあげるものです。 
 「自分たちのまちは自分たちで守る！」・・・全ての地域社会、商店街、ＮＰＯ、民間企業、

大学、学校、行政関係者・・・更には全国、海外の人々にも連携を呼びかけます。 
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